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1.　平成20年３月期第１四半期の連結業績（平成19年４月１日～平成19年６月30日）

(1) 連結経営成績 (％表示は対前年同四半期増減率)

　 営業収益 営業利益 経常利益 四半期(当期)純利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期第１四半期 11,631 ( 247.6) 1,983 (  86.2) 1,688 (  69.0) 993 (  74.0)
19年３月期第１四半期 3,346 (　18.3) 1,065 ( 154.6) 998 ( 202.5) 571 ( 199.8)

19年３月期 31,690 　 6,048 　 5,192 　 2,711 　
　

　
１株当たり

四半期(当期)純利益

潜在株式調整後
１株当たり

四半期(当期)純利益
　 円 銭 円 銭

20年３月期第１四半期 915 99 913 82
19年３月期第１四半期 529 83 524 97

19年３月期 2,509 80 2,493 83

　
(2) 連結財政状態 　

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期第１四半期 57,520 10,194 15.8 8,399 67

19年３月期第１四半期 40,704 6,801 16.7 6,293 22

19年３月期 62,470 9,758 13.7 7,895 48

　
(3) 連結キャッシュ・フローの状況 　

　
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
　 百万円 百万円 百万円 百万円

20年３月期第１四半期 5,271 497 △5,407 5,752
19年３月期第１四半期 △1,651 1,738 1,130 3,480

19年３月期 △14,711 960 16,663 5,390

　

2.　配当の状況

　 １株当たり配当金

(基準日) 中間期末 期末 年間

　 円 銭 円 銭 円 銭
19年３月期 365 00 400 00 765 00

20年３月期 　 ― 　 ―
830 00

20年３月期(予想) 415 00 415 00

　

3.　平成20年３月期の連結業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

　 (％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率)

　 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
中間期 18,900 (  56.5) 2,900 (△10.1) 2,100 (△29.6) 1,200 (△16.8) 1,106 68

通　期 30,600 ( △3.4) 6,800 (  12.4) 5,200 (   0.2) 3,000 (  11.0) 2,766 71
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4.　その他

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　　無

　

(2) 四半期連結財務諸表の作成基準　　　　　　　　　　　　：中間連結財務諸表作成基準

　

(3) 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無　　：有

　[(注)詳細は、15ページ「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧下さい。]

　

(4) 会計監査人の関与　　　　　　　　　　　　　　　　　　：有

四半期財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関す

る規則の取扱い」別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づく意見表

明のための手続きを受けております。

　

5.　個別業績の概要（平成19年４月１日～平成19年６月30日）

(1) 個別経営成績 (％表示は対前年同四半期増減率)

　 営業収益 営業利益 経常利益 四半期(当期)純利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期第１四半期 3,233 (　10.3) 627 (△20.7) 622 (△25.5) 369 (△25.0)
19年３月期第１四半期 2,930 (　79.6) 791 ( 381.4) 835 ( 533.8) 492 ( 543.3)

19年３月期 12,025 　 1,368 　 2,208 　 1,266 　
　

　
１株当たり四半期
(当期)純利益

　 円 銭
20年３月期第１四半期 340 45
19年３月期第１四半期 456 78

19年３月期 1,172 15

　

(2) 個別財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

　 百万円 百万円 ％ 円 銭
20年３月期第１四半期 49,845 5,900 11.6 5,330 53

19年３月期第１四半期 37,250 5,449 14.6 5,042 57

19年３月期 55,257 5,965 10.6 5,395 92

　

　※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき、当社が判断したものであり、実際の業績は
これらの予想数値と異なる場合がありますので、この業績予想に全面的に依拠して投資等の判断を行うこ
とは差し控えて下さい。なお、上記予想の前提条件等に関しましては、５ページ【定性的情報・財務諸表
等】３．業績予想に関する定性的情報及び[将来予測に関する記述について]をご覧下さい。
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【定性的情報・財務諸表等】

１. 連結経営成績に関する定性的情報

①経営成績

当第１四半期連結会計期間の営業収益につきましては、大型案件の回収進捗等により買取債権回収高は

9,834百万円（前年同期比232.6%増）、買取不動産売却高は953百万円、債権共同買取業務等によるその他

収入は843百万円（同141.3%増）となり、合計では11,631百万円（同247.6%増）となりました。

　営業費用につきましては、大型案件の回収進捗による影響を主要因に債権回収原価は7,316百万円（前

年同期比353.2%増）、不動産売却に伴う買取不動産売却原価は784百万円となり、その他129百万円を合わ

せ、合計では8,230百万円（同396.3%増）となりました。この結果、営業総利益は3,400百万円（同101.5%

増）となりました。

　販売費及び一般管理費につきましては、主に給料手当170百万円（前年同期比21.9%増）、貸倒関連費用

351百万円（同52.3%増）、債権回収費用415百万円等を計上し、合計1,417百万円（同127.7%増）となりま

した。この結果、営業利益は1,983百万円（同86.2%増）となりました。

　営業外収益は14百万円となり、営業外費用は主に資金調達の拡大に伴う支払利息304百万円（前年同期

比124.8%増）等により、合計で309百万円（同116.2%増）となりました。この結果、経常利益は1,688百万

円（同69.0%増）となりました。

　また、特別利益5百万円、法人税関連費用656百万円（前年同期比53.4%増）、少数株主利益44百万円の

計上により、第１四半期純利益は993百万円（同74.0%増）となりました。

　

②営業等の状況

当第１四半期連結会計期間の債権買取額（投資額）は2,760百万円（前年同期比216.0%増）、買取債権

（残高）は26,812百万円（同16.2%増）となりました。また不動産買取額（投資額）は475百万円（同65.5%

減）、買取不動産（残高）は19,240百万円（同157.7%増）となりました。

・債権買取額及び不動産買取額

区分

前第１四半期連結会計期間
(自　平成18年４月１日
  至　平成18年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(自　平成19年４月１日
  至　平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

金額(百万円) 比率(％) 金額(百万円) 比率(％) 金額(百万円) 比率(％)

債権買取額 873 38.8 2,760 85.3 19,564 48.8

不動産買取額 1,377 61.2 475 14.7 20,503 51.2

合計 2,251 100.0 3,236 100.0 40,067 100.0

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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・買取債権の推移

当第１四半期連結会計期間
(自　平成19年４月１日
　至　平成19年６月30日)

期首残高
(百万円)

当期増加額 当期減少額

期末残高
(百万円)当期買取額

(百万円)
当期回収額
(百万円)

貸倒償却額
(百万円)

その他
（百万円）

31,508 2,760 7,316 66 73 26,812

(注) １　当期減少額その他は、不動産担保付債権の自己競落等による減少額等であります。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

・営業収益の内訳

区分

前第１四半期連結会計期間
(自　平成18年４月１日
　至　平成18年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(自　平成19年４月１日
　至　平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

営業収益 3,346 100.0 11,631 100.0 31,690 100.0

買取債権回収高 2,956 88.4 9,834 84.5 18,789 59.3

買取不動産売却高 39 1.2 953 8.2 10,678 33.7

受託手数料 54 1.6 18 0.2 107 0.3

その他 294 8.8 824 7.1 2,115 6.7

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２．連結財政状態に関する定性的情報

①資産、負債、純資産の状況

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、57,520百万円（前連結会計年度末比7.9%減）であり、この

うち買取債権は26,812百万円（同14.9%減）、これに伴う貸倒引当金は2,931百万円（同10.8%増）となり

ました。また、買取不動産は19,240百万円（同1.0%減）となりました。

　負債合計は47,325百万円（前連結会計年度末比10.2%減）であり、このうちの主なものは、社債、長期

借入金及び短期借入金の有利子負債44,919百万円（同9.9%減）であり、総資産有利子負債比率は78.1％と

なりました。

　資本金及び資本剰余金が、新株予約権行使による株式の発行によりそれぞれ2百万円増加し、利益剰余

金が、前事業年度に係る期末配当により433百万円減少し、第１四半期純利益の計上により993百万円増加

したことなどから、株主資本は9,127百万円となりました。また、新株予約権108百万円、少数株主持分

959百万円を合わせて純資産額は10,194百万円となりました。なお、自己資本比率は15.8%となりました。
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②キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年

度末に比べ361百万円増加し、5,752百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであ

ります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間末における営業活動による資金の増加は5,271百万円（前年同期は1,651百万

円の減少）となりました。これは、主に税金等調整前第１四半期純利益が1,694百万円（同年同期比695百

万円増）、買取債権に係る資金の純増額が4,556百万円（前年同期は740百万円の純増）、買取不動産に係

る資金の純増額が227百万円（同1,340百万円の純減）、法人税等の支払額が1,288百万円（前年同期比72

百万円減）となったことによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間末における投資活動による資金の増加は497百万円（前年同期は1,738百万円

の増加）となりました。これは、主に投資有価証券に係る資金の純増額が1,406百万円となったものの、

匿名組合出資金に係る資金の純減額が226百万円（同1,976百万円の純増）、貸付による支出が693百万円

となったことによるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間末における財務活動による資金の減少は5,407百万円（前年同期は1,130百万

円の増加）となりました。これは、主に短期借入金の純減額が2,906百万円（同1,181百万円の純増）、長

期借入金の純減額が2,011百万円（同36百万円の純減）となったことによるものであります。
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３．業績予想に関する定性的情報

当第１四半期の業績につきましては、概ね当初計画どおりに推移しているため、平成20年３月期（平成

19年４月１日～平成20年３月31日）の連結業績予想（中間・通期）の修正はありません。

　なお、連結業績予想につきましては、下記の項目を主な前提条件として予想しております。

・金融機関等開催の不良債権売却入札への一定数の入札指名の獲得及びその落札率の維持

・他の投資家との債権共同買取業務並びに不動産関連業務の拡大

・債権及び不動産買取（投資）拡大に対応した資金調達の実施

　

［将来予測に関する記述について］

　本資料には、当社グループの意図、信念、現在及び将来の予測、または連結、個別の業績、財務状況に

関する経営陣の意図、信念、現在及び将来の予測に関する記述が収録されております。記載されている歴

史的事実以外の将来に関するすべての記述につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断

した予測であります。かかる将来予測に関する記述は、将来の業績を保証するものではなく、潜在的なリ

スクや不確実性を伴うものであり、実際の業績は様々な要因により将来予測に関する記述とは大きく異な

る可能性がありますのでご留意ください。

　実際の業績に影響を与えうる潜在的なリスクや不確実性を伴う要因には、以下のようなものが含まれま

す。

・日本国内の経済環境の回復に伴う不良債権の流動化市場の収縮

・競争激化による特定金銭債権の買取価格の水準の高騰及び受託手数料の低下による利益率の下落

・回収期間の長期化による収益性の悪化

・債権管理回収業に関する特別措置法の改正

・好条件での資金調達先の有無及び金融政策等の変更による影響

・親会社であるＮＩＳグループ㈱の事業戦略及び経営成績等

・当社の利用する情報、基幹システム及びネットワークシステムの信頼性

　ただし、業績に影響を与えうる要因はこれらに限定されるものではなく、リスクや不確実な要素には、

将来の出来事から発生する重要かつ予測不可能な影響等によって、新たなリスクや不確実な要素が発生す

る可能性があります。
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４ 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

　

　 　 前第１四半期連結会計期間末 当第１四半期連結会計期間末
前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

　 　 (平成18年６月30日) (平成19年６月30日) (平成19年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 ※２ 　 4,031 　 　 6,048 　 　 5,750 　

　２　買取債権 ※２ 　 23,071 　 　 26,812 　 　 31,508 　

　３　買取不動産 ※２ 　 7,465 　 　 19,240 　 　 19,439 　

　４　繰延税金資産 　 　 552 　 　 1,089 　 　 892 　

　５　その他 　 　 850 　 　 1,357 　 　 755 　

　　　貸倒引当金 　 　 △1,799 　 　 △2,931 　 　 △2,645 　

　　　流動資産合計 　 　 34,172 84.0 　 51,617 89.7 　 55,700 89.2

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※１ 　 29 　 　 31 　 　 30 　

　２　無形固定資産 　 　 7 　 　 8 　 　 8 　

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 出資金 　 　 5,756 　 　 4,448 　 　 4,327 　

　　(2) その他 　 　 738 　 　 1,415 　 　 2,402 　

　　　投資その他の資産合計 　 　 6,494 　 　 5,863 　 　 6,729 　

　　　固定資産合計 　 　 6,531 16.0 　 5,903 10.3 　 6,769 10.8

　　　資産合計 　 　 40,704 100.0 　 57,520 100.0 　 62,470 100.0
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　 　 前第１四半期連結会計期間末 当第１四半期連結会計期間末

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

　 　 (平成18年６月30日) (平成19年６月30日) (平成19年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　短期借入金 ※２ 　 9,472 　 　 11,264 　 　 14,171 　

　２　１年内返済予定

　　　長期借入金
※２ 　 9,767 　 　 13,413 　 　 13,412 　

　３　１年内償還予定社債 　 　 60 　 　 160 　 　 160 　

　４　未払法人税等 　 　 269 　 　 866 　 　 1,309 　

　５　賞与引当金 　 　 23 　 　 32 　 　 ― 　

　６　役員賞与引当金 　 　 2 　 　 3 　 　 19 　

　７　その他　 　 　 645 　 　 1,502 　 　 1,545 　

　　　流動負債合計 　 　 20,241 49.7 　 27,244 47.4 　 30,617 49.0

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　社債 　 　 90 　 　 380 　 　 380 　

　２　長期借入金 ※２ 　 13,571 　 　 19,700 　 　 21,713 　

　３　その他 　 　 0 　 　 0 　 　 1 　

　　　固定負債合計 　 　 13,661 33.6 　 20,081 34.9 　 22,094 35.4

　　　負債合計 　 　 33,903 83.3 　 47,325 82.3 　 52,711 84.4

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 1,719 　 　 1,733 　 　 1,731 　

　２　資本剰余金 　 　 1,506 　 　 1,519 　 　 1,517 　

　３　利益剰余金 　 　 3,575 　 　 5,873 　 　 5,313 　

　　　株主資本合計 　 　 6,801 16.7 　 9,127 15.8 　 8,561 13.7

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　繰延ヘッジ損益 　 　 △0 　 　 △0 　 　 △0 　

　　　評価・換算差額等合計 　 　 △0 △0.0 　 △0 △0.0 　 △0 △0.0

Ⅲ　新株予約権 　 　 ― ― 　 108 0.2 　 114 0.2

Ⅳ　少数株主持分 　 　 ― ― 　 959 1.7 　 1,082 1.7

　　　純資産合計 　 　 6,801 16.7 　 10,194 17.7 　 9,758 15.6

　　　負債及び純資産合計 　 　 40,704 100.0 　 57,520 100.0 　 62,470 100.0
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(2) 四半期連結損益計算書

　

　 　 前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間
前連結会計年度の

要約連結損益計算書

　 　
(自　平成18年４月１日

　至　平成18年６月30日)

(自　平成19年４月１日

　至　平成19年６月30日)

(自　平成18年４月１日

　至　平成19年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)

Ⅰ　営業収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　買取債権回収高 　 2,956 　 　 9,834 　 　 18,789 　 　

　２　買取不動産売却高 　 39 　 　 953 　 　 10,678 　 　

　３　その他 　 349 3,346 100.0 843 11,631 100.0 2,222 31,690 100.0

Ⅱ　営業費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　債権回収原価 　 1,614 　 　 7,316 　 　 12,844 　 　

　２　買取不動産売却原価 　 38 　 　 784 　 　 8,521 　 　

　３　その他原価 　 5 1,658 49.6 129 8,230 70.8 88 21,454 67.7

　　　営業総利益 　 　 1,687 50.4 　 3,400 29.2 　 10,235 32.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 　 622 18.6 　 1,417 12.1 　 4,187 13.2

　　　営業利益 　 　 1,065 31.8 　 1,983 17.1 　 6,048 19.1

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 4 　 　 9 　 　 18 　 　

　２　匿名組合出資収益 　 57 　 　 1 　 　 78 　 　

　３　持分法による投資利益 　 13 　 　 ─ 　 　 11 　 　

　４　その他 　 1 76 2.3 2 14 0.1 6 114 0.4

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 134 　 　 304 　 　 912 　 　

　２　社債利息 　 0 　 　 ─ 　 　 ─ 　 　

　３　新株発行費 　 4 　 　 ─ 　 　 ─ 　 　

　４　その他 　 3 143 4.3 4 309 2.7 59 971 3.1

　　　経常利益 　 　 998 29.8 　 1,688 14.5 　 5,192 16.4

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

  １　新株予約権戻入益 　 ─ ─ ─ 5 5 0.1 5 5 0.0

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

  １　固定資産除却損 　 ─ 　 　 ─ 　 　 2 　 　

  ２　投資有価証券評価損 　 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 44 47 0.1

　　　税金等調整前
　　　第１四半期(当期)
　　　純利益

　 　 998 29.8 　 1,694 14.6 　 5,150 16.3

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 259 　 　 853 　 　 2,214 　 　

　　　法人税等調整額 　 167 427 12.8 △197 656 5.7 △236 1,978 6.2

　　　少数株主利益 　 　 ― ― 　 44 0.4 　 460 1.5

　　　第１四半期(当期)
　　　純利益

　 　 571 17.0 　 993 8.5 　 2,711 8.6
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(3) 四半期連結株主資本等変動計算書

前第１四半期連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年６月30日)

　

　
株主資本

評価・換算

差額等
少数株主持分 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 繰延ヘッジ損益

平成18年３月31日

現在(百万円)
1,695 1,481 3,472 6,649 ― ― 6,649

第１四半期連結会計

期間中の変動額
　 　 　 　 　 　 　

新株の発行

(新株予約権の行使)
24 24 ― 49 ― ― 49

剰余金の配当(注） ― ― △439 △439 ― ― △439

役員賞与(注) ― ― △28 △28 ― ― △28

第１四半期純利益 ― ― 571 571 ― ― 571

株主資本以外の項

目の第１四半期連

結会計期間中の変

動額(純額)

― ― ― ― △0 ― △0

第１四半期連結会計

期間中の変動額合計

(百万円)

24 24 102 152 △0 ― 151

平成18年６月30日

残高(百万円)
1,719 1,506 3,575 6,801 △0 ― 6,801

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

　

当第１四半期連結会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年６月30日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円） 1,731 1,517 5,313 8,561

第１四半期連結会計期間中の変動額 　 　 　 　

　新株の発行(新株予約権の行使) 2 2 ― 5

　剰余金の配当 ― ― △433 △433

　第１四半期純利益 ― ― 993 993

　株主資本以外の項目の第1四半期連結

  会計期間中の変動額(純額)
― ― ─ ─

第１四半期連結会計期間中の変動額合計

(百万円)
2 2 560 565

平成19年６月30日残高(百万円） 1,733 1,519 5,873 9,127

　

　

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円） △0 △0 114 1,082 9,758

第１四半期連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　新株の発行(新株予約権の行使) ― ― ― ― 5

　剰余金の配当 ― ― ― ― △433

　第１四半期純利益 ― ― ― ― 993

　株主資本以外の項目の第1四半期連結

  会計期間中の変動額(純額)
0 0 △5 △123 △128

第１四半期連結会計期間中の変動額合計

(百万円)
0 0 △5 △123 436

平成19年６月30日残高(百万円） △0 △0 108 959 10,194
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前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円） 1,695 1,481 3,472 6,649

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　

　新株の発行(新株予約権の行使) 36 36 ― 72

　剰余金の配当(注) ― ― △439 △439

　剰余金の配当(中間配当） ─ ─ △394 △394

　役員賞与(注） ― ― △28 △28

　当期純利益 ― ― 2,711 2,711

　関係会社増加に伴う利益剰余

　金増加高
― ― △7 △7

　株主資本以外の項目の連結会

　計年度中の変動額(純額)
― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計

(百万円)
36 36 1,840 1,912

平成19年３月31日残高(百万円） 1,731 1,517 5,313 8,561

　

　

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円） ― ― ― ― 6,649

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

　新株の発行(新株予約権の行使) ― ― ― ― 72

　剰余金の配当(注） ― ― ― ― △439

　剰余金の配当(中間配当） ─ ─ ─ ─ △394

　役員賞与(注） ― ― ― ― △28

　当期純利益 ― ― ― ― 2,711

　関係会社増加に伴う利益剰余

　金増加高
― ― ― ― △7

　株主資本以外の項目の連結会

　計年度中の変動額(純額)
△0 △0 114 1,082 1,196

連結会計年度中の変動額合計

(百万円)
△0 △0 114 1,082 3,109

平成19年３月31日残高(百万円） △0 △0 114 1,082 9,758

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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(4) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

　

　 　 前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間
前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書

　 　
(自　平成18年４月１日

　至　平成18年６月30日)

(自　平成19年４月１日

　至　平成19年６月30日)

(自　平成18年４月１日

　至　平成19年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動による

　　キャッシュ・フロー
　 　 　 　

　　　税金等調整前第１四半期(当期)

　　　純利益
　 998 1,694 5,150

　　　減価償却費 　 1 2 7

　　　新株予約権戻入益 　 ─ △ 5 △ 5

　　　貸倒引当金の増加額 　 7 285 853

　　　賞与引当金の増加額 　 23 32 ─

　　　役員賞与引当金の増加額 

　　　(△は減少額)
　 2 △ 15 19

　　　受取利息 　 △ 4 △ 9 △ 18

　　　支払利息及び社債利息 　 135 304 912

　　　匿名組合損益分配額 　 △ 274 103 △ 1,018

　　　投資事業組合損益分配額 　 ─ △ 432 ─

　　　貸倒償却額 　 223 66 830

　　　その他流動資産の減少額

　　　(△は増加額)
　 △ 214 63 △ 42

　　　その他流動負債の増加額

　　　(△は減少額)
　 △ 241 5 299

　　　為替差損益 　 2 ― △0

　　　役員賞与の支払額 　 △ 28 ― △ 28

　　　その他 　 △ 188 27 △ 3

　　　　小計 　 443 2,121 6,955

　　　利息の受取額 　 2 30 19

　　　利息の支払額 　 △ 136 △ 374 △ 811

　　　法人税等の支払額 　 △ 1,361 △ 1,288 △ 2,295

　　　　小計 　 △ 1,051 488 3,868

　　　買取不動産の買取による支出 ※２ △ 1,379 △ 525 △ 20,375

　　　買取不動産の売却による収入 　 38 752 8,529

　　　買取債権の買取による支出 　 △ 873 △ 2,760 △ 19,578

　　　買取債権の回収による収入 ※２ 1,614 7,316 12,844

　　　営業活動による

　　　キャッシュ・フロー
　 △ 1,651 5,271 △ 14,711
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　 　 前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間
前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書

　 　
(自　平成18年４月１日

　至　平成18年６月30日)

(自　平成19年４月１日

　至　平成19年６月30日)

(自　平成18年４月１日

　至　平成19年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動による

　　キャッシュ・フロー
　 　 　 　

　　　有形固定資産の取得による支出 　 △4 △ 1 △13

　　　投資有価証券の取得による支出 　 ― △ 215 △1,681

　 　 投資有価証券の持分戻入による

　　　収入
　 ― 1,621 ―

　　　匿名組合出資金の払込による支出 　 △9 △ 658 △1,407

　　　匿名組合出資金の分配金受取

　　　による収入
　 1,985 432 4,228

　　　関係会社への貸付による支出 　 △225 △ 6 △323

　　　関係会社貸付金の回収による収入 　 ― 30 69

　　　貸付による支出 　 ― △ 693 ―

　　　連結の範囲の変更を伴う子会社

　　　出資持分の譲渡による支出
　 △1 ― △1

　　　出資金の戻入による収入 　 2 ― 2

　　　敷金の増減 　 △8 △ 10 △42

　　　その他 　 ─ △1 129

　　　投資活動による

　　　キャッシュ・フロー
　 1,738 497 960

Ⅲ　財務活動による

　　キャッシュ・フロー
　 　 　 　

　　　短期借入れによる収入 　 2,500 2,340 21,740

　　　短期借入金の返済による支出 　 △1,318 △ 5,246 △15,859

　　　長期借入れによる収入 　 3,350 1,550 23,222

　　　長期借入金の返済による支出 　 △3,386 △ 3,561 △12,390

　　　制限付預金の預入による支出 　 △1,064 △ 776 △3,482

　　　制限付預金の払出による収入 　 1,441 840 4,049

　　　社債の発行による収入 　 ― ― 487

　　　社債の償還による支出 　 ― ― △110

　　　株式の発行による収入 　 49 4 66

　　　少数株主への匿名組合出資金

　　　払戻等による支出
　 ― △ 166 △228

　　　配当金の支払額 　 △439 △ 391 △831

　　　財務活動による

　　　キャッシュ・フロー
　 1,130 △ 5,407 16,663

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額 　 1,216 361 2,912

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 　 2,264 5,390 2,264

Ⅵ　新規連結に伴う現金及び現金同等物
　　の増加 　 ― ― 213

Ⅶ　現金及び現金同等物の第１四半期末
　　(期末)残高 　 3,480 5,752 5,390
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(5) 注記事項

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目

前第１四半期連結会計期間

(自　平成18年４月１日

至　平成18年６月30日)

当第１四半期連結会計期間

(自　平成19年４月１日

至　平成19年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日)

１　連結の範囲に

関する事項

子会社はすべて連結しております。

①　連結子会社の数　７社

②　連結子会社の名称

㈲ジェイ・ワン・インベストメ

ンツ、㈲ミヤコキャピタル、㈲

ジェイ・ツー・中国投資　その

他４社

　なお、前連結会計年度まで連

結範囲に含めていた㈲シー・エ

ヌ・インベストメンツについて

は、出資持分の一部を譲渡した

ことにより持分比率が減少した

ため、持分法適用関連会社にな

っております。

子会社はすべて連結しております。

①　連結子会社の数　19社

②　連結子会社の名称

㈲ジェイ・ワン・インベストメ

ンツ、㈲ミヤコキャピタル、㈲

ジェイ・ツー・中国投資　その

他16社

　なお、前連結会計年度まで連

結範囲に含めていた㈲新日本創

造ファンドは、匿名組合出資の

払戻により支配力がなくなった

ため、連結の範囲から除外して

おります。

子会社はすべて連結しております。

①　連結子会社の数　20社

②　連結子会社の名称

㈲ジェイ・ワン・インベストメ

ンツ、㈲ミヤコキャピタル、㈲

ジェイ・ツー・中国投資　その

他17社

　当連結会計年度に新たに設立

した６社及び匿名組合の出資持

分の過半数以上を取得した２

社、また、「投資事業組合に対

する支配力基準及び影響力基準

の適用に関する実務上の取扱

い」(企業会計基準委員会 平成

18年９月８日 実務対応報告第

20号)の公表により、支配力基

準の厳格化適用を行った投資事

業組合等５社を合わせて計13社

増加しております。

　なお、㈲シー・エヌ・インベ

ストメンツについては、出資持

分の一部を譲渡したことにより

持分比率が減少したため、持分

法適用関連会社になっておりま

す。

(会計処理の変更）

　当連結会計年度より「投資事

業組合に対する支配力基準及び

影響力基準の適用に関する実務

上の取扱い」(企業会計基準委

員会 平成18年９月８日 実務対

応報告第20号)を適用しており

ます。

　この変更により、従来の方法

によった場合に比べ、総資産が

269百万円、負債合計が13百万

円、少数株主持分が263百万円

増加し、株主資本合計が7百万

円減少しております。また、営

業収益が4,333百万円、営業利

益が1,200百万円、経常利益及

び税金等調整前当期純利益が

446百万円、少数株主利益が449

百万円増加し、当期純利益が2

百万円減少しております。
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項目

前第１四半期連結会計期間

(自　平成18年４月１日

至　平成18年６月30日)

当第１四半期連結会計期間

(自　平成19年４月１日

至　平成19年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日)

２　持分法の適用

に関する事項

①　持分法を適用した関連会社数

６社

②  関連会社の名称

㈲シー・エヌ・キャピタル、㈲

シー・エヌ・ツー、㈲シー・エ

ヌ・スリー、㈲シー・エヌ・フ

ォー、三洋パシフィック投資顧

問㈱、㈲シー・エヌ・インベス

トメンツ

　前連結会計年度まで連結子会

社でありました㈲シー・エヌ・

インベストメンツは、出資持分

を一部譲渡したことにより持分

比率が減少したため、持分法適

用関連会社になっております。

また、㈲ニッシンメディカル・

パートナーズは、事業終了に伴

い清算結了したため関連会社で

はなくなりました。

　なお、㈲シー・エヌ・スリー

は、シー・エヌ・スリー・イン

ベスターズＬＬＣを通じて間接

所有している会社ですが、影響

力基準に基づいて持分法適用会

社にしております。

①　持分法を適用した関連会社数

10社

②　関連会社の名称

㈲シー・エヌ・キャピタル、㈲

シー・エヌ・ツー、㈲シー・エ

ヌ・スリー、㈲シー・エヌ・フ

ォー、㈲シー・エヌ・インベス

トメンツ、ストラテック㈱、そ

の他３社 　

　なお、当第１四半期連結会計

期間より持分法適用関連会社が

１社増加しております。

①　持分法を適用した関連会社数

９社

②　関連会社の名称

㈲シー・エヌ・キャピタル、㈲

シー・エヌ・ツー、㈲シー・エ

ヌ・スリー、㈲シー・エヌ・フ

ォー、㈲シー・エヌ・インベス

トメンツ、ストラテック㈱（旧

社名三洋パシフィック投資顧問

㈱)、その他３社

　なお、前連結会計年度まで連

結子会社であった㈲シー・エ

ヌ・インベストメンツは、出資

持分を一部譲渡したことにより

持分比率が減少したため持分法

適用会社となり、この他設立に

よる１社及び「投資事業組合に

対する支配力基準及び影響力基

準の適用に関する実務上の取扱

い」(企業会計基準委員会 平成

18年９月８日 実務対応報告第

20号)の適用による持分法の適

用会社の範囲の変更による２社

の増加を合わせて計４社が当連

結会計年度より、持分法適用会

社となりました。

　また、㈲ニッシンメディカ

ル・パートナーズは、事業終了

に伴い清算結了したため関連会

社ではなくなりました。

　 ③　連結決算日と異なる関連会社の

持分法の適用については、12月

31日を決算日とする㈲シー・エ

ヌ・キャピタル及び㈲シー・エ

ヌ・スリー並びに㈲シー・エ

ヌ・フォーは、同社の第１四半

期財務諸表を使用しておりま

す。５月31日を決算日とする㈲

シー・エヌ・ツーは、同社の仮

決算に係る財務諸表を使用して

おります。三洋パシフィック投

資顧問㈱の決算日は３月31日で

あり、持分法の適用については

同社の第１四半期財務諸表を使

用しております。

③　連結決算日と異なる関連会社の

持分法の適用については、12月

31日または２月28日を決算日と

する㈲シー・エヌ・キャピタル

及び㈲シー・エヌ・スリー、㈲

シー・エヌ・フォー、㈲シー・

エヌ・インベストメンツ並びに

その他３社は、同社の第１四半

期財務諸表を使用しておりま

す。５月31日を決算日とする㈲

シー・エヌ・ツーは、同社の仮

決算に係る財務諸表を使用して

おります。

③　連結決算日と異なる関連会社の

持分法の適用については、12月

31日を決算日とする㈲シー・エ

ヌ・キャピタル及び㈲シー・エ

ヌ・スリー、㈲シー・エヌ・フ

ォー、㈲シー・エヌ・インベス

トメンツ並びにその他２社は、

同社の決算に基づく財務諸表を

使用しております。５月31日を

決算日とする㈲シー・エヌ・ツ

ーは、同社の仮決算に係る第３

四半期財務諸表を使用しており

ます。

３　連結子会社の

四半期決算日

(決算日)等に

関する事項

　連結子会社の決算日が連結決算日

と異なる会社は、次のとおりであり

ます。

会社名 決算日

連結子会社２社 12月31日

　なお、連結子会社２社について

は、同社の事業年度に係る第１四半

期財務諸表を使用しております。た

だし、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。

  連結子会社の決算日が連結決算日

と異なる会社は、次のとおりであり

ます。

会社名 決算日

連結子会社９社 12月31日

連結子会社３社 ２月28日

 なお、連結子会社については、同社

の事業年度に係る第１四半期財務諸

表を使用しております。ただし、連

結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行

っております。

　連結子会社の決算日が連結決算日

と異なる会社は、次のとおりであり

ます。

会社名 決算日

連結子会社９社 12月31日

連結子会社３社 ２月28日

　なお、連結子会社については、同

社の決算日現在の財務諸表を使用し

ております。ただし、連結決算日と

の間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っており

ます。
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項目

前第１四半期連結会計期間

(自　平成18年４月１日

至　平成18年６月30日)

当第１四半期連結会計期間

(自　平成19年４月１日

至　平成19年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日)

４　会計処理基準

に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

　①　有価証券

　　　その他有価証券

　　　　時価のないもの

移動平均法による原価法

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

　①　有価証券　

　    その他有価証券

　      時価のないもの

移動平均法による原価法

　なお、投資事業有限責任組

合等への出資については組合

の財産の持分相当額に基づき

評価しております。

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

　①　有価証券　

　　　その他有価証券

　　　　時価のないもの

 同左

　

　 　②　デリバティブ

　　　時価法

　②　デリバティブ

　同左

　②　デリバティブ

　同左

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法

　①　有形固定資産

　定率法によっております。た

だし建物(建物附属設備は除

く)については定額法によって

おります。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法

　①  有形固定資産

      定率法によっております。た

だし建物(建物附属設備は除

く)については定額法によって

おります。

　　(会計処理の変更)
　　  当第１四半期連結会計期間か

ら、法人税法の改正に伴い、平

成19年４月１日以降取得の有形

固定資産については、改正法人

税法に規定する償却方法により

減価償却費を計上しておりま

す。

　なお、この変更による営業利

益、経常利益、税金等調整前第

１四半期純利益に与える影響は

軽微であります。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法

　①　有形固定資産

　定率法によっております。た

だし建物(建物附属設備は除

く)については定額法によって

おります。

　 　②　無形固定資産

　自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法によ

っております。

　②　無形固定資産

同左

　   

　②　無形固定資産

同左

　

　 　③　長期前払費用

　均等償却によっております。

　③　長期前払費用

同左

　③　長期前払費用

同左

　

　 (3) 重要な引当金の計上基準

　①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

　①　貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

　①　貸倒引当金

同左

　 　②　賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上し

ております。

　②　賞与引当金

同左

―――――─

　 　③　役員賞与引当金

　役員の賞与支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上し

ております。

　③　役員賞与引当金

　役員の賞与支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上し

ております。

　③　役員賞与引当金

　役員の賞与支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上し

ております。
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項目

前第１四半期連結会計期間

(自　平成18年４月１日

至　平成18年６月30日)

当第１四半期連結会計期間

(自　平成19年４月１日

至　平成19年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日)

　 (会計処理の変更）

　従来、役員賞与については、

株主総会の利益処分に係る決議

を経て、未処分利益の減少とし

て処理しておりましたが、当第

１四半期連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準委員会　平成17

年11月29日　企業会計基準第４

号)に基づき、発生した会計期

間の費用として処理する方法に

変更しております。

　この変更により、従来の方法

によった場合に比べ、営業利

益、経常利益及び税金等調整前

第１四半期純利益は、それぞれ

2百万円減少しております。

　 (会計処理の変更）

　従来、役員賞与については、

株主総会の利益処分に係る決議

を経て、未処分利益の減少とし

て処理しておりましたが、当連

結会計年度より、「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基

準委員会 平成17年11月29日 企

業会計基準第４号)に基づき、

発生時の費用として処理する方

法に変更しております。

　この変更により、従来の方法

によった場合に比べ、販売費及

び一般管理費が19百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益は、それ

ぞれ同額減少しております。

　 (4) 重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

(4) 重要なリース取引の処理方法

同左

(4) 重要なリース取引の処理方法

同左

　 (5) 重要なヘッジ会計の方法

　①　ヘッジ会計の方法　

　繰延ヘッジ処理によっており

ます。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

　①　ヘッジ会計の方法　

同左

(5) 重要なヘッジ会計の方法

　①　ヘッジ会計の方法　

同左

　 　②　ヘッジ手段と対象

・ヘッジ手段

　デリバティブ取引(金利ス

ワップ取引)

・ヘッジ対象

　市場金利等の変動により

キャッシュ・フローが変動

するもの(変動金利の借入

金)

  ②　ヘッジ手段と対象

      ・ヘッジ手段

同左

      ・ヘッジ対象

同左

　②　ヘッジ手段と対象

・ヘッジ手段

同左

・ヘッジ対象

同左

　 　③　ヘッジ方針

　資金調達における金利の急激

な変動が損益及びキャッシュ・

フローに与える影響をヘッジす

ることを目的としております。

  ③　ヘッジ方針

同左

　③　ヘッジ方針

同左

　 　④　ヘッジ有効性の評価方法

　ヘッジ手段の指標金利とヘッ

ジ対象の指標金利との変動幅等

について、一定の相関性を判定

することにより評価しておりま

す。

  ④　ヘッジ有効性の評価方法

同左

　④　ヘッジ有効性の評価方法

同左

　 ニッシン債権回収㈱(8426)平成20年３月期第１四半期財務・業績の概況

　

― 17 ―



項目

前第１四半期連結会計期間

(自　平成18年４月１日

至　平成18年６月30日)

当第１四半期連結会計期間

(自　平成19年４月１日

至　平成19年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日)

　 (6) その他四半期連結財務諸表作成

のための重要な事項

　①　買取債権回収高及び債権回

収原価の計上基準

　買取債権回収高は、回収時に

回収金額を計上しております。

また、債権回収原価について

は、将来のキャッシュ・フロー

を見積もることが可能な債権を

償却原価法によって算定し、見

積もることが困難な債権を回収

原価法によって算定しておりま

す。

(6) その他四半期連結財務諸表作成

のための重要な事項

　①　買取債権回収高及び債権回

収原価の計上基準

同左

(6) その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項

　①　買取債権回収高及び債権回

収原価の計上基準

同左

　 　②　買取不動産の評価基準及び

評価方法

　買取債権の自己競落又は、債

権管理回収業の一環として取得

した買取不動産については、個

別法による原価法によっており

ます。

　なお、買取債権の自己競落に

より買取不動産を取得した際に

発生する買取債権回収差益につ

いては、買取不動産売却時まで

繰延処理しております。

　②　買取不動産の評価基準及び

評価方法

同左

　②　買取不動産の評価基準及び

評価方法

同左

　 　③　消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しておりま

す。

　なお、控除対象外消費税等は

全額当第１四半期連結会計期間

の費用として処理しておりま

す。

　③　消費税等の会計処理

同左

　③　消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しておりま

す。

　なお、控除対象外消費税等は

全額当連結会計年度の費用とし

て処理しております。

５　四半期連結(連

結)キャッシ

ュ・フロー計

算書における

資金の範囲

　四半期連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、要求払預金及び取

得日から３ヵ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価格の変動について

僅少なリスクしか負わない短期的な

投資であります。

同左 　連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヵ月以内に満期日の到来す

る流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価格の変動について僅

少なリスクしか負わない短期的な投

資であります。
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（会計処理の変更）

　
前第１四半期連結会計期間

(自　平成18年４月１日

至　平成18年６月30日)

当第１四半期連結会計期間

(自　平成19年４月１日

至　平成19年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準)

　当第１四半期連結会計期間より「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」(企業会計基準委員会　平成17年

12月９日　企業会計基準適用指針第８号)を

適用しております。

　なお、従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は、6,801百万円であります。

　また、中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当第１四半期連結会計期間における四

半期連結貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間連結財務諸表規則により

作成しております。

────── (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等)

　当連結会計年度より「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」(企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基

準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会

計基準適用指針第８号)を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありま

せん。

　なお、従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は、8,561百万円であります。

　また、連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結貸借対照表の

純資産の部については、改正後の連結財務

諸表規則により作成しております。

────── ────── (繰延資産の会計処理に関する当面の取扱

い） 

　当連結会計年度より「繰延資産の会計処

理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委

員会 平成18年８月11日 実務対応報告第19

号)を適用しております。　

────── ────── (ストック・オプション等に関する会計基準

等）

　当連結会計年度より「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準」(企業会計基準委

員会 平成17年12月27日 企業会計基準第８

号)及び「ストック・オプション等に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準委員

会 最終改正平成18年５月31日 企業会計基

準適用指針第11号)を適用しております。

　これにより、営業利益及び経常利益は120

百万円、税金等調整前当期純利益が114百万

円減少しております。
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（表示方法の変更）

　
前第１四半期連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年６月30日)

―――――──   当社の連結財務諸表に掲記される科目その他の事項は、従来、千

円単位で記載しておりましたが、当第１四半期連結会計期間より百

万円単位で記載することに変更いたしました。

  なお、比較を容易にするため、前第１四半期連結会計期間につい

ても百万円単位に組替え表示しております。
　

（四半期連結損益計算書）

　前第１四半期連結会計期間まで区分掲記しておりました「社債利

息」（当第１四半期連結会計期間1百万円）は、金額的重要性が低い

ため、当第１四半期連結会計期間より営業外費用の「支払利息」に

含めて表示しております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

　
前第１四半期連結会計期間末

(平成18年６月30日)
当第１四半期連結会計期間末

(平成19年６月30日)
前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 　 13百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

18百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 　 17百万円

※２　担保に供している資産及びこれに対

応する債務は次のとおりであります。

　　　担保に供している資産

　 現金及び預金 550百万円

　 買取債権 366百万円

　 買取不動産 3,770百万円

　 合計 4,686百万円

　　　上記に対応する債務

　 短期借入金 985百万円

　
１年内返済予定
長期借入金

1,556百万円

　 長期借入金 3,887百万円

　 合計 6,428百万円

※２　担保に供している資産及びこれに対

応する債務は次のとおりであります。

　担保に供している資産

　 現金及び預金 296百万円

　 買取不動産 8,836百万円

　 合計 9,133百万円

　　　上記に対応する債務

　 短期借入金 500百万円

　
１年内返済
予定長期借入金

1,197百万円

　 長期借入金 8,408百万円

　 合計 10,106百万円

　

※２　担保に供している資産及びこれに対

応する債務は次のとおりであります。

　　　担保に供している資産

　 現金及び預金 360百万円

　 買取不動産 8,578百万円

　 合計 8,939百万円

　　　上記に対応する債務

　 短期借入金 500百万円

　
１年内返済
予定長期借入金

1,125百万円

　 長期借入金 9,302百万円

　 合計 10,928百万円

　なお、上記以外に兄弟会社NIS不動産

㈱の金融機関からの借入金に対し買取

不動産537百万円を担保に供しておりま

す。

　３　当座貸越契約及び貸出コミットメン

ト

　運転資金の効率的な調達を行うた

め、取引銀行１行及び親会社㈱ニッ

シンと当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しております。

これらの契約に基づく当第１四半期

連結会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりであります。　

　

当座貸越契約
及び貸出コミ
ットメントの
総額

12,800百万円

　 借入実行金額 △9,720百万円

　 差引額 3,080百万円

　３　当座貸越契約及び貸出コミットメン

ト

　運転資金の効率的な調達を行うた

め、取引銀行１行及び親会社NISグル

ープ㈱と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメント契約を締結しております。

これらの契約に基づく当第１四半期

連結会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりであります。

　

当座貸越契約
及び貸出コミ
ットメントの
総額

15,100百万円

　 借入実行金額 △8,500百万円

　 差引額 6,600百万円

　３　当座貸越契約及び貸出コミットメン

ト

　運転資金の効率的な調達を行うた

め、取引銀行１行及び親会社NISグル

ープ㈱(旧社名㈱ニッシン)と当座貸

越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。これらの契約

に基づく当連結会計年度末の借入未

実行残高は次のとおりであります。

　

当座貸越契約
及び貸出コミ
ットメントの
総額

15,900百万円

　 借入実行金額 △11,650百万円

　 差引額 4,250百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

　
前第１四半期連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目

及び金額は次のとおりであります。

　 貸倒損失 0百万円

　 貸倒引当金繰入額 230百万円

　 役員報酬 17百万円

　 給料手当 139百万円

　 賞与引当金繰入額 23百万円

　
役員賞与引当金
繰入額

2百万円

　 法定福利費 17百万円

　 福利厚生費 1百万円

　 租税公課 35百万円

　 債権買取費用 7百万円

　 減価償却費 1百万円

　 賃借料 29百万円

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目

及び金額は次のとおりであります。

　 貸倒引当金繰入額 351百万円

　 役員報酬 22百万円

　 給料手当 170百万円

　 賞与引当金繰入額 32百万円

　
役員賞与引当金
繰入額

3百万円

　 法定福利費 23百万円

　 租税公課 128百万円

　 債権回収費用 415百万円

　 減価償却費 2百万円

　 賃借料 43百万円

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目

及び金額は次のとおりであります。

　 貸倒損失 13百万円

　 貸倒引当金繰入額 1,673百万円

　 役員報酬 84百万円

　 給料手当 558百万円

　
役員賞与引当金
繰入額

19百万円

　 株式報酬費用 120百万円

　 賞与 113百万円

　 法定福利費 84百万円

　 減価償却費 7百万円

　 賃借料 143百万円
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(四半期連結株主資本等変動計算書関係)

　

前第１四半期連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年６月30日)

　１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当第１四半期連結会計期間末

　普通株式(株) 536,400 544,320 ― 1,080,720

（変動事由の概要）

普通株式の発行済株式の第１四半期連結会計期間の増加株式数は、株式分割による新株の発行536,400株及び新株予

約権の行使による新株の発行7,920株によるものであります。

　

２　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる

株式の種類

目的となる株式の数(株） 当第１四半期連結

会計期間末残高

（百万円）
前連結

会計年度末
増加 減少

当第１四半期連

結会計期間末

提出会社
ストック・オプションと

しての新株予約権
― ― ― ― ― ─

　

３　配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成18年６月23日

定時株主総会
普通株式 439 820 平成18年３月31日 平成18年６月26日

　

　

当第１四半期連結会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年６月30日）

　１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当第１四半期連結会計期間末

普通株式(株) 1,084,320 2,240 ― 1,086,560

（変動事由の概要）

　普通株式の発行済株式の第１四半期連結会計期間の増加株式数は、新株予約権の行使によるものであります。

　

２　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる

株式の種類

目的となる株式の数(株） 当第１四半期連結

会計期間末残高

（百万円）
前連結

会計年度末
増加 減少

当第１四半期連

結会計期間末

提出会社
ストック・オプションと

しての新株予約権
― ― ― ― ― 108

　

３　配当に関する事項

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成19年５月８日

取締役会
普通株式 433 400 平成19年３月31日 平成19年６月25日
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前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 536,400 547,920 ― 1,084,320

（変動事由の概要）

　普通株式の発行済株式の当連結会計年度の増加株式数は、株式分割による新株の発行536,400株及び新株予約権の行

使による新株の発行11,520株によるものであります。

　

２　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる

株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計

年度末残高

（百万円）
前連結

会計年度末
増加 減少

当連結

会計年度末

提出会社
ストック・オプションと

しての新株予約権
― ― ― ― ― 114

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成18年６月23日

定時株主総会
普通株式 439 820 平成18年３月31日 平成18年６月26日

平成18年11月６日

取締役会
普通株式 394 365 平成18年９月30日 平成18年12月11日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成19年５月８日

取締役会
普通株式 利益剰余金 433 400 平成19年３月31日 平成19年６月25日

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結会計期間

(自　平成18年４月１日

至　平成18年６月30日)

当第１四半期連結会計期間

(自　平成19年４月１日

至　平成19年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日)

１　現金及び現金同等物の第１四半期末

残高と四半期連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,031百万円

引出制限付預金 △550百万円

現金及び

現金同等物
3,480百万円

１　現金及び現金同等物の第１四半期末

残高と四半期連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 6,048百万円

引出制限付預金 △296百万円

現金及び

現金同等物
5,752百万円

１　現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

現金及び預金勘定 5,750百万円

引出制限付預金 △360百万円

現金及び

現金同等物
5,390百万円

※２　「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」における「買取債権回収による収

入」及び「買取不動産の買取による支

出」には不動産担保付債権の自己競落

による回収額39百万円が含まれており

ません。

※２　「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」における「買取債権回収による収

入」及び「買取不動産の買取による支

出」には不動産担保付債権の自己競落

による回収額109百万円が含まれており

ません。

※２　「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」における「買取債権回収による収

入」及び「買取不動産の買取による支

出」には不動産担保付債権の自己競落

による回収額221百万円が含まれており

ません。
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(リース取引関係)

　
前第１四半期連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び第１四半期末残高相当額
　

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

第１四半
期末残高
相当額
(百万円)

器具備品 3 0 2

ソフト
ウェア

80 33 46

合計 83 34 48

　

  リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び第１四半期末残高相当額
　

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

第１四半期
末残高相当
額(百万円)

器具備品 17 4 12

ソフト
ウェア

83 53 29

合計 100 57 42

　

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額
　

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

器具備品 17 3 13

ソフト
ウェア

83 48 34

合計 100 51 48

　

②　未経過リース料第１四半期末残高相当

額等

　　未経過リース料第１四半期末残高相当

額

１年以内 28百万円

１年超 20百万円

合計 49百万円

　

②　未経過リース料第１四半期末残高相当

額等

　未経過リース料第１四半期末残高相当

額

１年以内 24百万円

１年超 18百万円

合計 43百万円

　

②　未経過リース料期末残高相当額等

　

　　未経過リース料期末残高相当額

　

１年以内 23百万円

１年超 26百万円

合計 49百万円

　

③　第１四半期の支払リース料、リース資

産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 4百万円

支払利息相当額 0百万円

　

③　第１四半期の支払リース料、リース資

産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 6百万円

減価償却費相当額 5百万円

支払利息相当額 0百万円

　

③　当期の支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払

利息相当額及び減損損失

支払リース料 23百万円

減価償却費相当額 22百万円

支払利息相当額 1百万円

　

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法

　　・減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっております。

  ・減価償却費相当額の算定方法

同左

　　・減価償却費相当額の算定方法

同左

　　・利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期の配分方法については、利息法に

よっております。

　・利息相当額の算定方法

同左

　　・利息相当額の算定方法

同左

(減損損失について)

　リース資産に配分された減損損失はあ

りません。

(減損損失について)

同左

(減損損失について)

同左
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(有価証券関係)

　

　　時価評価されていない主な有価証券

区分

前第１四半期連結会計期間

(平成18年６月30日)

第１四半期連結会計期間

(平成19年６月30日)

前連結会計年度

(平成19年3月31日)

四半期連結貸借対照表計上額

(百万円)

四半期連結貸借対照表計上額

(百万円)

連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券 　 　 　

非上場株式 45 2 2

投資事業有限責任組合出資金 ─ ─ 1,671

優先出資証券 ─ 150 ─

計 45 152 1,674

　

　

(デリバティブ取引関係)

　
前第１四半期連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

取引の状況等に関する事項

　当社グループの利用しているデリバティ

ブ取引は全てヘッジ会計を適用しているた

め、取引の時価等に関する事項の記載を省

略しております。

同左 同左
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(ストックオプション等関係)

　

前第１四半期連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年６月30日）

１  連結財務諸表への影響額

　該当事項ありません。

２  当第１四半期連結会計期間に付与したストック・オプション

　該当事項ありません。

　

　当第１四半期連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年６月30日）

１  連結財務諸表への影響額

　新株予約権戻入益　　　　　５百万円

２  当第１四半期連結会計期間に付与したストック・オプション

　該当事項ありません。

　

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　連結財務諸表への影響額　　　

　株式報酬費用(販管費及び一般管理費)　120百万円

  新株予約権戻入益　　　　　　　　　　　5百万円

　

２　当連結会計年度に付与したストック・オプション

　 新株予約権証券2006Ａ 新株予約権証券2006Ｂ

付与対象者の区分
及び人数

当社取締役４名　当社執行役員２名
当社従業員80名　当社顧問６名　
子会社取締役１名　子会社従業員５名

株式の種類別のストッ
ク・オプションの付与数

普通株式1,400株 普通株式4,530株

付与日 平成18年８月23日 平成18年８月23日

権利確定条件

①当社取締役
権利確定日に当社取締役の地位を有し
ていること

②当社執行役員
権利確定日に当社及び当社の子会社の
取締役、執行役員、監査役、顧問、従
業員の地位を有していること

権利確定日に当社及び当社の子会社の取
締役、執行役員、監査役、顧問、従業員
の地位を有していること

対象勤務期間
自　平成18年８月23日
至　平成18年８月31日

自　平成18年８月23日
至　平成18年８月31日

権利行使期間
自　平成18年９月１日
至　平成23年８月６日

自　平成18年９月１日
至　平成23年８月６日

権利行使価格（円） 67,362 58,380

付与日における公正な評
価単価（円）

18,737 20,729
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　　　(セグメント情報)

　

　 【事業の種類別セグメント情報】

　　 前第１四半期連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年６月30日)

　全セグメントの営業収益の合計、営業利益の合計額に占める債権管理回収事業の割合がいずれも

90％を超えるため、事業の種類別セグメントの記載を省略しております。

　

　　 当第１四半期連結会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年６月30日)

　全セグメントの営業収益の合計、営業利益の合計額に占める債権管理回収事業の割合がいずれも

90％を超えるため、事業の種類別セグメントの記載を省略しております。

　

　　 前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　全セグメントの営業収益の合計、営業利益の合計額に占める債権管理回収事業の割合がいずれも

90％を超えるため、事業の種類別セグメントの記載を省略しております。

　

　 【所在地別セグメント情報】

　　 前第１四半期連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年６月30日)

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。

　

　　 当第１四半期連結会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年６月30日)

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。

　

　　 前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。

　

　 【海外売上高】

　　 前第１四半期連結会計期間 (自　平成18年４月１日　至　平成18年６月30日)

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

　　 当第１四半期連結会計期間 (自　平成19年４月１日　至　平成19年６月30日)

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

　　 前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　海外売上高がないため、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前第１四半期連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 6,293円22銭 １株当たり純資産額 8,399円67銭 １株当たり純資産額 7,895円48銭

１株当たり第１四半期純利益 529円83銭 １株当たり第１四半期純利益 915円99銭 １株当たり当期純利益 2,509円80銭

潜在株式調整後１株当たり
第１四半期純利益

524円97銭
　

潜在株式調整後１株当たり
第１四半期純利益

913円82銭
　

　

　

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

2,493円83銭
　

　提出会社は、平成18年４月１日付で株式
１株につき２株の株式分割を行っておりま
す。
　なお、当該株式分割が前期首に行われた
と仮定した場合の１株当たりの情報につい
ては、それぞれ以下のとおりとなります。
前第１四半期連結会計期間

(自 平成16年４月１日

至 平成16年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額
4,492円74銭

１株当たり第１四半
期純利益

180円75銭
潜在株式調整後
１株当たり第１四半
期純利益

175円47銭

１株当たり純資産額
6,171円30銭

１株当たり当期純利益
2,180円35銭

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

2,139円19銭

　

　提出会社は、平成18年４月１日付で株式
１株につき２株の割合をもって株式分割を
行っております。
　なお、前期首に当該株式分割が行われた
と仮定した場合における１株当たり情報の
各数値はそれぞれ以下のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日

　　至 平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 6,171円30銭

１株当たり当期純利益 2,180円35銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
2,139円19銭

　

(注) 算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前第１四半期連結会計期間

(平成18年６月30日)

当第１四半期連結会計期間

(平成19年６月30日)

前連結会計年度

（平成19年３月31日)

四半期連結(連結)貸借対照表上の純資産の
部の合計額

6,801百万円 10,194百万円 9,758百万円

普通株式に係る純資産額 6,801百万円 9,126百万円 8,561百万円

差額の主な内訳 　 　 　

　新株予約権 ― 108百万円 114百万円

　少数株主持分 ─ 959百万円 1,082百万円

普通株式の発行済株式総数 1,080,720株 1,086,560株 1,084,320株

　

２　１株当たり第１四半期(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり第１四半期(当期)純利益

項目
前第１四半期連結会計期間 
(自　平成18年４月１日
　至　平成18年６月30日)

当第１四半期連結会計期間 
(自　平成19年４月１日
　至　平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

四半期連結（連結）損益計算書上の
第１四半期(当期)純利益

571百万円 993百万円 2,711百万円

普通株式に係る四半期（当期）純利益 571百万円 993百万円 2,711百万円

普通株主に帰属しない金額の内訳 　 　 　
　利益処分による役員賞与金 ― 百万円 ─ 百万円 ─ 百万円

普通株式の期中平均株式数 1,077,760株 1,085,040株 1,080,228株

潜在株式調整後１株当たり第１四半期(当

期)純利益の算定に用いられた普通株式増加

数の主要な内訳
　新株予約権 9,984株 2,570株 6,916株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり第１四半期(当期)純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要

―――――― 平成17年６月21
日付特別決議新
株予約権 575個

平成17年６月21
日付特別決議新
株予約権 585個

平成18年８月７
日付取締役会決
議新株予約権 1,400個

平成18年８月７
日付取締役会決
議新株予約権 1,400個

平成18年８月７
日付取締役会決
議新株予約権 3,970個

平成18年８月７
日付取締役会決
議新株予約権 4,250個
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(重要な後発事象)

　

前第１四半期連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年６月30日)

１　提出会社は、平成18年８月７日開催の取締役会決議により、提出会社執行役員の業績向上に対する

意欲や士気を一層高めることにより、提出会社業績と株主価値の向上を図ることを目的とするストッ

ク・オプションとして、次のとおり新株予約権の発行を行います。

(1) 割当対象者 提出会社執行役員

(2) 新株予約権の発行日 平成18年８月23日

(3) 株式の種類 普通株式

(4) 株式の数 400株

(5) 行使時の払込金額 新株予約権の割当日の属する月の前月の各日の東

京証券取引所における提出会社普通株式の終値の

平均値に1.5を乗じた金額(１円未満の端数は切り

上げる)に新株予約権１個当たりの目的たる株式の

数を乗じた金額とする。

(6) 行使期間 平成18年９月１日～平成23年８月６日

　

２　提出会社は、平成18年８月７日開催の取締役会決議により、提出会社従業員及び提出会社子会社取

締役、従業員の業績向上に対する意欲や士気を一層高めることにより、提出会社業績と株主価値の向

上を図ることを目的とするストック・オプションとして、次のとおり新株予約権の発行を行います。

(1) 割当対象者 提出会社従業員、提出会社子会社取締役、

提出会社子会社従業員

(2) 新株予約権の発行日 平成18年８月23日

(3) 株式の種類 普通株式

(4) 株式の数 4,530株

(5) 行使時の払込金額 新株予約権の割当日の属する月の前月の各日の東

京証券取引所における提出会社普通株式の終値の

平均値に1.3を乗じた金額(１円未満の端数は切り

上げる)に新株予約権１個当たりの目的たる株式の

数を乗じた金額とする。

(6) 行使期間 平成18年９月１日～平成23年８月６日

　

当第１四半期連結会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年６月30日)

該当事項はありません。

　

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。
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５ 四半期個別財務諸表

(1) 四半期貸借対照表

　

　 　 前第１四半期会計期間末 当第１四半期会計期間末
前事業年度の

要約貸借対照表

　 　 (平成18年６月30日) (平成19年６月30日) (平成19年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 ※２ 　 3,286 　 　 3,269 　 　 4,472 　

　２　買取債権 ※２ 　 20,653 　 　 23,545 　 　 23,023 　

　３　買取不動産 　 　 151 　 　 9 　 　 17 　

　４　関係会社短期貸付金 　 　 918 　 　 ─ 　 　 ─ 　

　５　繰延税金資産 　 　 551 　 　 961 　 　 827 　

　６　その他 　 　 472 　 　 708 　 　 837 　

　　　貸倒引当金 　 　 △1,788 　 　 △2,916 　 　 △2,625 　

　　　流動資産合計 　 　 24,246 65.1 　 25,577 51.3 　 26,553 48.1

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※１ 　 29 　 　 31 　 　 30 　

　２　無形固定資産 　 　 7 　 　 5 　 　 6 　

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 関係会社長期貸付金 　 　 12,449 　 　 23,960 　 　 28,392 　

　　(2) その他 　 　 517 　 　 270 　 　 274 　

　　　投資その他の資産合計 　 　 12,966 　 　 24,230 　 　 28,667 　

　　　固定資産合計 　 　 13,004 34.9 　 24,268 48.7 　 28,704 51.9

　　　資産合計 　 　 37,250 100.0 　 49,845 100.0 　 55,257 100.0
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　 　 前第１四半期会計期間末 当第１四半期会計期間末

前事業年度の

要約貸借対照表

　 　 (平成18年６月30日) (平成19年６月30日) (平成19年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　短期借入金  ※２ 　 9,472 　 　 11,264 　 　 14,171 　

　２　１年内返済予定

　　　長期借入金
※２ 　 9,767 　 　 13,413 　 　 13,412 　

　３　１年内償還予定社債 　 　 60 　 　 160 　 　 160 　

　４　未払法人税等 　 　 266 　 　 396 　 　 731 　

　５　賞与引当金 　 　 23 　 　 30 　 　 ─ 　

　６　役員賞与引当金 　 　 2 　 　 3 　 　 19 　

　７　その他 　 　 346 　 　 394 　 　 503 　

　　　流動負債合計 　 　 19,938 53.6 　 25,664 51.5 　 28,998 52.5

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　社債 　 　 90 　 　 380 　 　 380 　

　２　長期借入金 ※２ 　 11,771 　 　 17,900 　 　 19,913 　

　３　その他 　 　 0 　 　 0 　 　 1 　

　　　固定負債合計 　 　 11,861 31.8 　 18,281 36.7 　 20,294 36.7

　　　負債合計 　 　 31,800 85.4 　 43,945 88.2 　 49,292 89.2
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　 　 前第１四半期会計期間末 当第１四半期会計期間末

前事業年度の

要約貸借対照表

　 　 (平成18年６月30日) (平成19年６月30日) (平成19年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 1,719 4.6 　 1,733 3.5 　 1,731 3.1

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 1,506 　 　 1,519 　 　 1,517 　 　

　　　　資本剰余金合計 　 　 1,506 4.0 　 1,519 3.0 　 1,517 2.8

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 2 　 　 2 　 　 2 　 　

　　(2) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　別途積立金 　 1,500 　 　 1,500 　 　 1,500 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 721 　 　 1,036 　 　 1,101 　 　

　　　　利益剰余金合計 　 　 2,223 6.0 　 2,538 5.1 　 2,603 4.7

　　　　株主資本合計 　 　 5,449 14.6 　 5,792 11.6 　 5,851 10.6

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　繰延ヘッジ損益 　 　 △0 　 　 △0 　 　 △0 　

　　　評価・換算差額等合計 　 　 △0 △0.0 　 △0 △0.0 　 △0 △0.0

Ⅲ　新株予約権 　 　 ─ ─ 　 108 0.2 　 114 0.2

　　　純資産合計 　 　 5,449 14.6 　 5,900 11.8 　 5,965 10.8

　　　負債及び純資産合計 　 　 37,250 100.0 　 49,845 100.0 　 55,257 100.0
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(2) 四半期損益計算書

　

　 　 前第１四半期会計期間 当第１四半期会計期間
前事業年度の

要約損益計算書

　 　
(自　平成18年４月１日

　至　平成18年６月30日)

(自　平成19年４月１日

　至　平成19年６月30日)

(自　平成18年４月１日

　至　平成19年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)

Ⅰ　営業収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　買取債権回収高 　 2,873 　 　 3,165 　 　 11,672 　 　

　２　その他 　 57 2,930 100.0 67 3,233 100.0 352 12,025 100.0

Ⅱ　営業費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　債権回収原価 　 1,553 　 　 1,807 　 　 6,882 　 　

　２　その他原価 　 0 1,553 53.0 8 1,815 56.2 153 7,035 58.5

　　　営業総利益 　 　 1,376 47.0 　 1,417 43.8 　 4,989 41.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 　 585 20.0 　 789 24.4 　 3,620 30.1

　　　営業利益 　 　 791 27.0 　 627 19.4 　 1,368 11.4

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 124 　 　 285 　 　 882 　 　

　２　匿名組合出資収益 　 57 　 　 1 　 　 809 　 　

　３　その他 　 2 184 6.3 1 288 8.9 7 1,699 14.1

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 132 　 　 291 　 　 811 　 　

　２　社債利息 　 0 　 　 1 　 　 4 　 　

　３　その他 　 7 140 4.8 0 294 9.1 43 859 7.1

　　　経常利益 　 　 835 28.5 　 622 19.2 　 2,208 18.4

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　新株予約権戻入益 　 ─ ─ ─ 5 5 0.2 5 5 0.0

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産除却損 　 ─ 　 　 ─ 　 　 2 　 　

　２　投資有価証券評価損 　 　　　─ ─ ─ ─ ─ ─ 44 47 0.4

　 税引前第１四半期
　 (当期)純利益

　 　 835 28.5 　 627 19.4 　 2,166 18.0

　 法人税、住民税
　 及び事業税

　 258 　 　 391 　 　 1,157 　 　

　 法人税等調整額 　 84 342 11.7 △132 258 8.0 △256 900 7.5

　 第１四半期(当期)
　 純利益

　 　 492 16.8 　 369 11.4 　 1,266 10.5
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(3) 四半期株主資本等変動計算書

前第１四半期会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年６月30日)

　

　

株主資本
評価・換算

差額等

純資産

合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計

繰延ヘッジ

損益資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

平成18年３月31日

残高(百万円)
1,695 1,481 1,481 2 1,000 1,197 2,199 5,376 ― 5,376

第１四半期会計期間

中の変動額
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

新株の発行(新株

予約権の行使)
24 24 24 ― ― ― ― 49 ― 49

　剰余金の配当(注） ― ― ― ― ― △439 △439 △439 ― △439

　役員賞与(注） ― ― ― ― ― △28 △28 △28 ― △28

  別途積立金の積立　

　(注)　　　
― ― ― ― 500 △500 ― ― ― ―

　第１四半期純利益 ― ― ― ― ― 492 492 492 ― 492

株主資本以外の項

目の第１四半期会

計期間中の変動額

(純額)

― ― ― ― ― ― ― ― △0 △0

第１四半期会計期間

中の変動額合計

(百万円)

24 24 24 ― 500 △475 24 73 △0 73

平成18年６月30日

残高(百万円)
1,719 1,506 1,506 2 1,500 721 2,223 5,449 △0 5,449

(注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当第１四半期会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年６月30日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 1,731 1,517 1,517 2 1,500 1,101

第１四半期会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　

　新株の発行

　(新株予約権の行使)
2 2 2 ― ― ―

　剰余金の配当 ― ― ― ― ― △433

　第１四半期純利益 ― ― ― ― ― 369

　株主資本以外の項目の第１四半　

　期会計期間中の変動額(純額)
― ― ― ― ― ―

第１四半期会計期間中の変動額

合計(百万円)
2 2 2 ― ─ △64

平成19年６月30日残高(百万円) 1,733 1,519 1,519 2 1,500 1,036

　

　

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計

利益剰余金

株主資本合計
繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計

その他利益

剰余金

利益剰余金

合計

平成19年３月31日残高(百万円) 2,603 5,851 △0 △0 114 5,965

第１四半期会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　

　新株の発行

　(新株予約権の行使)
─ 5 ― ― ― 5

　剰余金の配当 △433 △433 ― ― ― △433

　第１四半期純利益 369 369 ― ― ― 369

　株主資本以外の項目の第１四半　

　期会計期間中の変動額(純額)
― ― 0 0 △5 △5

第１四半期会計期間中の変動額

合計(百万円)
△64 △59 0 0 △5 △64

平成19年６月30日残高(百万円) 2,538 5,792 △0 △0 108 5,900
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前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 1,695 1,481 1,481 2 1,000 1,197

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　

　新株の発行

　(新株予約権の行使)
36 36 36 ― ― ―

　剰余金の配当(注) ― ― ― ― ― △439

　剰余金の配当(中間配当) ― ― ― ― ― △394

　役員賞与(注) ― ― ― ― ― △28

　別途積立金の積立(注) ― ― ― ― 500 △500

　当期純利益 ― ― ― ― ― 1,266

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)
― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(百万円) 36 36 36 ― 500 △96

平成19年３月31日残高(百万円) 1,731 1,517 1,517 2 1,500 1,101

　

　

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計

利益剰余金

株主資本合計
繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計

その他利益

剰余金

利益剰余金

合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,199 5,376 ― ― ― 5,376

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　

　新株の発行

　(新株予約権の行使)
─ 72 ― ― ― 72

　剰余金の配当(注) △439 △439 ― ― ― △439

　剰余金の配当(中間配当) △394 △394 ― ― ― △394

　役員賞与(注) △28 △28 ― ― ― △28

　別途積立金の積立(注) ― ― ― ― ― ―

　当期純利益 1,266 1,266 ― ― ― 1,266

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)
― ― △0 △0 114 113

事業年度中の変動額合計(百万円) 403 475 △0 △0 114 589

平成19年３月31日残高(百万円) 2,603 5,851 △0 △0 114 5,965

(注)　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

　 ニッシン債権回収㈱(8426)平成20年３月期第１四半期財務・業績の概況

　

― 36 ―



（４）注記事項

四半期財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

項目

前第１四半期会計期間

(自　平成18年４月１日

至　平成18年６月30日)

当第１四半期会計期間

(自　平成19年４月１日

至　平成19年６月30日)

前事業年度

(自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日)

１　資産の評価基

準及び評価方

法

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法によ

っております。

  その他有価証券

    時価のないもの

　移動平均法による原価法によ

っております。

(2) デリバティブ

　   時価法

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会社株式

同左

　
  その他有価証券

    時価のないもの

同左

　
(2) デリバティブ

同左

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会社株式

同左

　
  その他有価証券

    時価のないもの

同左

　
(2) デリバティブ

同左

２　固定資産の減

価償却の方法

(1) 有形固定資産

　　　定率法によっております。ただ

し建物(建物附属設備は除く)につ

いては定額法によっております。

(1) 有形固定資産

　　　定率法によっております。ただ

し建物(建物附属設備は除く)につ

いては定額法によっております。

(1) 有形固定資産

　　　定率法によっております。ただ

し建物(建物附属設備は除く)につ

いては定額法によっております。

　 　 　(会計処理の変更)

　　　当第１四半期会計期間から、法

人税法の改正に伴い、平成19年４

月１日以降取得の有形固定資産に

ついては、改正法人税法に規定す

る償却方法により減価償却費を計

上しております。

　なお、この変更による営業利

益、経常利益、税引前第１四半期

純利益に与える影響は軽微であり

ます。

　

　 (2) 無形固定資産

　　　自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によってお

ります。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

　 (3) 長期前払費用

　　　均等償却によっております。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

３　引当金の計上

基準

(1) 貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 賞与引当金

　　　従業員の賞与支給に備えるため、

支給見込額に基づき計上しており

ます。

(2) 賞与引当金

同左

―――――

　

　 (3) 役員賞与引当金

　　　役員の賞与支給に備えるため、

支給見込額に基づき計上しており

ます。

(3) 役員賞与引当金

　　　役員の賞与支給に備えるため、

支給見込額に基づき計上しており

ます。

　(3) 役員賞与引当金

　　　役員の賞与支給に備えるため、

支給見込額に基づき計上しており

ます。

　 　(会計処理の変更)

　　　従来、役員賞与については、株

主総会の利益処分に係る決議を経

て、未処分利益の減少として処理

しておりましたが、当第１四半期

会計期間より、「役員賞与に関す

る会計基準」(企業会計基準委員

会　平成17年11月29日　企業会計

基準第４号)に基づき、発生した

会計期間の費用として処理する方

法に変更しております。

　この変更により、従来の方法に

よった場合に比べ、営業利益、経

常利益及び税引前第１四半期純利

益は、それぞれ２百万円減少して

おります。

　　 　(会計処理の変更)

　　　従来、役員賞与については、株

主総会の利益処分に係る決議を経

て、未処分利益の減少として処理

しておりましたが、当事業年度よ

り、「役員賞与に関する会計基

準」(企業会計基準委員会　平成

17年11月29日　企業会計基準第４

号)に基づき、発生した会計期間

の費用として処理する方法に変更

しております。

　この変更により、従来の方法に

よった場合に比べ、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益は、

それぞれ19百万円減少しておりま

す。
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項目

前第１四半期会計期間

(自　平成18年４月１日

至　平成18年６月30日)

当第１四半期会計期間

(自　平成19年４月１日

至　平成19年６月30日)

前事業年度

(自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日)

４　収益及び費用

の計上基準

買取債権回収高及び債権回収原価の

計上基準

　買取債権回収高は、回収時に回収

金額を計上しております。また、債

権回収原価については、将来のキャ

ッシュ・フローを見積もることが可

能な債権を償却原価法によって算定

し、見積もることが困難な債権を回

収原価法によって算定しておりま

す。

買取債権回収高及び債権回収原価の

計上基準

同左

買取債権回収高及び債権回収原価の

計上基準

同左

　

５　リース取引の

処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

　

６　ヘッジ会計の

方法

(1) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

　 (2) ヘッジ手段と対象

　　・ヘッジ手段

　　　デリバティブ取引(金利スワッ

プ取引）

　　・ヘッジ対象

　　　市場金利等の変動によりキャ

ッシュ・フローが変動するもの

(変動金利の借入金）

(2) ヘッジ手段と対象

　　・ヘッジ手段

同左

　
    ・ヘッジ対象

同左

(2) ヘッジ手段と対象

　　・ヘッジ手段

同左

　　
　　・ヘッジ対象

同左

　　

　 (3) ヘッジ方針

　　　資金調達における金利の急激な

変動が損益及びキャッシュ・フロ

ーに与える影響をヘッジすること

を目的としております。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

　

　 (4) ヘッジ有効性の評価方法

　　　ヘッジ手段の指標金利とヘッジ

対象の指標金利との変動幅等につ

いて、一定の相関性を判定するこ

とにより評価しております。

(4) ヘッジ有効性の評価方法

同左

(4) ヘッジ有効性の評価方法

同左

　

７　その他四半期

財務諸表(財

務諸表)作成

のための基本

となる重要な

事項

(1) 買取不動産の評価基準及び評価

方法

　　　買取債権の自己競落又は、債権

管理回収業の一環として取得した

買取不動産については、個別法に

よる原価法によっております。

　　　なお、買取債権の自己競落によ

り買取不動産を取得した際に発生

する買取債権回収差益について

は、買取不動産売却時まで繰延処

理しております。

(1) 買取不動産の評価基準及び評価

方法

同左

(1) 買取不動産の評価基準及び評価

方法

同左

　

　

　

　 (2) 消費税等の会計処理

　　　税抜方式を採用しております。

　　　なお、控除対象外消費税等は全

額当第１四半期会計期間の費用と

して処理しております。

(2) 消費税等の会計処理

同左

　

(2) 消費税等の会計処理

　　　税抜方式を採用しております。

　　　なお、控除対象外消費税等は全

額当期の費用として処理しており

ます。
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（会計処理の変更）

　
前第１四半期会計期間

(自　平成18年４月１日

至　平成18年６月30日)

当第１四半期会計期間

(自　平成19年４月１日

至　平成19年６月30日)

前事業年度

(自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準)

　当第１四半期会計期間より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」(企

業会計基準委員会　平成17年12月９日　企

業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準適用指針第８号)を適用し

ております。

　なお、従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は、5,449百万円であります。

　また、中間財務諸表等規則の改正により、

当第１四半期会計期間における四半期貸借

対照表の純資産の部については、改正後の

中間財務諸表等規則により作成しておりま

す。

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等)

　当事業年度より「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業会計基準第

５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」(企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基

準適用指針第８号)を適用しております。こ

れによる損益に与える影響はありません。

　なお、従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は、5,851百万円であります。

　また、財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。

　　　　　――――― 　　　　　　――――― (ストック・オプション等に関する会計基準

等）

　当事業年度より「ストック・オプション

等に関する会計基準」(企業会計基準委員

会 平成17年12月27日 企業会計基準第８号)

及び「ストック・オプション等に関する会

計基準の適用指針」(企業会計基準委員会

最終改正平成18年５月31日 企業会計基準適

用指針第11号)を適用しております。

　これにより、営業利益及び経常利益は120

百万円、税引前当期純利益は114百万円減少

しております。

　

（表示方法の変更）

　
前第１四半期会計期間

(自　平成18年４月１日

至　平成18年６月30日)

当第１四半期会計期間

(自　平成19年４月１日

至　平成19年６月30日)

(四半期貸借対照表関係)

　前第１四半期会計期間まで、流動資産その他に含めておりました

「関係会社短期貸付金」については、資産総額の100分の５超となっ

たため、当第１四半期会計期間より区分掲記することに変更してお

ります。

　なお、前第１四半期会計期間の流動資産その他に含めておりまし

た「関係会社短期貸付金」は、373百万円であります。

  当社の財務諸表に掲記される科目その他の事項は、従来、千円単

位で記載しておりましたが、当第１四半期会計期間より百万円単位

で記載することに変更いたしました。

  なお、比較を容易にするため、前第１四半期会計期間についても

百万円単位に組替え表示しております。
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(四半期貸借対照表関係)

　
前第１四半期会計期間末
(平成18年６月30日)

当第１四半期会計期間末
(平成19年６月30日)

前事業年度末
(平成19年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 　 13百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 　 18百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 　 17百万円

※２　担保に供している資産及びこれに対

応する債務は次のとおりであります。

　　　担保に供している資産

　 現金及び預金 550百万円

　 買取債権 366百万円

　 合計 916百万円

　　　上記に対応する債務

　
１年内返済予定
長期借入金

1,556百万円

　 長期借入金 2,087百万円

　 合計 3,643百万円

※２　担保に供している資産及びこれに対

応する債務は次のとおりであります。

　　　担保に供している資産

　 現金及び預金 296百万円

      上記に対応する債務

　 短期借入金 500百万円

　
１年内返済
予定長期借入金

1,197百万円

　 長期借入金 6,608百万円

　 合計 8,306百万円

　なお、上記以外に子会社の買取不動

産5,978百万円を担保に供しておりま

す。

※２　担保に供している資産及びこれに対

応する債務は次のとおりであります。

　　　担保に供している資産

　 現金及び預金 360百万円

　　　上記に対応する債務

　 短期借入金 500百万円

　
１年内返済
予定長期借入金

1,125百万円

　 長期借入金 7,502百万円

　 合計 9,128百万円

　なお、上記以外に子会社の買取不動

産5,967百万円を担保に供しておりま

す。

　３　当座貸越契約及び貸出コミットメン

ト

　運転資金の効率的な調達を行うた

め、取引銀行１行及び親会社㈱ニッ

シンと当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しております。

これらの契約に基づく当第１四半期

会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。

　

当座貸越契約
及び貸出コミ
ットメントの
総額

12,800百万円

　 借入実行金額 △9,720百万円

　 差引額 3,080百万円

  ３　当座貸越契約及び貸出コミットメン

ト

  運転資金の効率的な調達を行うた

め、取引銀行１行及び親会社ＮＩＳ

グループ㈱と当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約を締結しており

ます。これらの契約に基づく当第１

四半期会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

　

当座貸越契約
及び貸出コミ
ットメントの
総額

15,100百万円

　 借入実行金額 △8,500百万円

　 差引額 6,600百万円

　

　３　当座貸越契約及び貸出コミットメン

ト

　運転資金の効率的な調達を行うた

め、取引銀行１行及び親会社ＮＩＳ

グループ㈱と当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約を締結しており

ます。これらの契約に基づく当事業

年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。

　

当座貸越契約
及び貸出コミ
ットメントの
総額

15,900百万円

　 借入実行金額 △11,650百万円

　 差引額 4,250百万円

　

　
(四半期損益計算書関係)

　
前第１四半期会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年６月30日)

当第１四半期会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年６月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

※１　減価償却実施額

　 有形固定資産 1百万円

　 無形固定資産 0百万円

※１　減価償却実施額

　 有形固定資産 1百万円

　 無形固定資産 0百万円

※１　減価償却実施額

　 有形固定資産 5百万円

　 無形固定資産 2百万円

　
　

(第１四半期株主資本等変動計算書関係)

　

前第１四半期会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年６月30日)

１　自己株式に関する事項

　  該当事項はありません。

　

当第１四半期会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年６月30日）

１　自己株式に関する事項

　  該当事項はありません。

　

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　自己株式に関する事項

　　該当事項はありません。
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(リース取引関係)

　
前第１四半期会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年６月30日)

当第１四半期会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年６月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び第１四半期末残高相当額

　

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

第１四半
期末残高
相当額
(百万円)

器具備品 3 0 2

ソフト
ウェア

80 33 46

合計 83 34 48

　

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び第１四半期末残高相当額

　

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

第１四半
期末残高
相当額
(百万円)

器具備品 17 4 12

ソフト
ウェア

83 53 29

合計 100 57 42

　

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額

　

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

器具備品 17 3 13

ソフト
ウェア

83 48 34

合計 100 51 48

　

②　未経過リース料第１四半期末残高相当

額等

　　未経過リース料第１四半期末残高相当

額

１年以内 28百万円

１年超 20百万円

合計 49百万円

　

②　未経過リース料第１四半期末残高相当

額等

  　未経過リース料第１四半期末残高相当

額

１年以内 24百万円

１年超 18百万円

合計 43百万円

　

②　未経過リース料期末残高相当額等

　

　　未経過リース料期末残高相当額

　

１年以内 23百万円

１年超 26百万円

合計 49百万円

　

③　第１四半期の支払リース料、リース資

産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 4百万円

支払利息相当額 0百万円

　

③　第１四半期の支払リース料、リース資

産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 6百万円

減価償却費相当額 5百万円

支払利息相当額 0百万円

　

③　当期の支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払

利息相当額及び減損損失

支払リース料 23百万円

減価償却費相当額 22百万円

支払利息相当額 1百万円

　

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法

　　・減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。

　　・減価償却費相当額の算定方法

同左

　　・減価償却費相当額の算定方法

同左

　　・利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期の配分方法については、利息法に

よっております。

　　・利息相当額の算定方法

同左

　　・利息相当額の算定方法

同左

　(減損損失について)

　　リース資産に配分された減損損失はあ

りません。

　(減損損失について)

同左

　(減損損失について)

同左

　
　

(有価証券関係)

　

前第１四半期会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年６月30日)

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

当第１四半期会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年６月30日)

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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(１株当たり情報)

　

  四半期連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
　
　

(重要な後発事象)

　

前第１四半期会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年６月30日)

１　当社は、平成18年８月７日開催の取締役会決議により、当社執行役員の業績向上に対する意欲や士

気を一層高めることにより、会社業績と株主価値の向上を図ることを目的とするストックオプション

として、次のとおり新株予約権の発行を行います。

(1) 割当対象者 当社執行役員

(2) 新株予約権の発行日 平成18年８月23日

(3) 株式の種類 普通株式

(4) 株式の数 400株

(5) 行使時の払込金額 新株予約権の割当日の属する月の前月の各日の東

京証券取引所における当社普通株式の終値の平均

値に1.5を乗じた金額(１円未満の端数は切り上げ

る)に新株予約権１個当たりの目的たる株式の数を

乗じた金額とする。

(6) 行使期間 平成18年９月１日～平成23年８月６日

２　当社は、平成18年８月７日開催の取締役会決議により、当社従業員及び当社子会社取締役、従業員

の業績向上に対する意欲や士気を一層高めることにより、会社業績と株主価値の向上を図ることを目

的とするストックオプションとして、次のとおり新株予約権の発行を行います。

(1) 割当対象者 当社従業員、当社子会社取締役、

当社子会社従業員

(2) 新株予約権の発行日 平成18年８月23日

(3) 株式の種類 普通株式

(4) 株式の数 4,530株

(5) 行使時の払込金額 新株予約権の割当日の属する月の前月の各日の東

京証券取引所における当社普通株式の終値の平均

値に1.3を乗じた金額(１円未満の端数は切り上げ

る)に新株予約権１個当たりの目的たる株式の数を

乗じた金額とする。

(6) 行使期間 平成18年９月１日～平成23年８月６日

　

当第１四半期会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年６月30日)

  該当事項はありません。

　

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

  該当事項はありません。
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